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１　はじめに
わが国で政策評価の問題が一般化したのは，2002年４月に施行された「行政機関が行う政
策の評価に関する法律」（行政評価法）に端を発する。政策評価は政策分析の基礎をなし，
政策分析の基本は，政策がもたらす社会的な便益と費用を推計することである。政策分析は
定量的分析を分析の中心に据える。その際，数量化は不可避である。定量的分析のモデルの
基礎にはミクロ経済学のモデルがある。そこでの基準が合理性あるいは効率性であることは
言うまでもない。
政策評価は，わが国においても国及び地方自治体の政策問題に関連して一般化しつつあ
る。しかしながら，政策問題は社会全般に関わる問題，すなわち公共政策であるがゆえに，
定性的な分析を必要とするということから，政策評価に反対する議論や見解が見られる。直
近の例ではエネルギー政策に関連した原子力発電の再開があげられる。国防，健康，福祉，
教育，自然環境など定性的要因を含む分野への政策対応は，政策決定の段階で多くの困難さ
を残している。政策決定に際しては，一方で公共選択（Public Choice）の問題から逃れるこ
とはできないであろうし，他方で政策の価値判断から自由ではない。
このノートでは，公共政策の評価を経済学の視点から考える。考察の順序は次のとおりで
ある。すなわち，既存の政策評価の理論と歴史的背景を概観し，行動経済学と神経経済学に
おける政策評価の意味連関を探ることから，政策評価の経済モデルにおける新しい視点を展
望する１）。
２　効率性の基準
政策評価の理論は，厚生経済学あるいは政策評価のミクロ経済学の核心部分である。政策
評価のフレームワークは，伝統的には厚生経済学におけるパレート効率性のモデルである。
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パレート効率性は政策評価のミクロ経済モデルの基礎を提供する。他の事情が等しい限り，
選好が安定的で外生的であるならばパレート効率性は優れた基準である。しかしながら，実
際の政策評価に際しては，絶対的に不変で外生的な価値観を基礎にするというよりもむしろ
その時の状況に応じて選好が変化し，評価が変化することが多い２）。
選好の普遍性が保証されない場合については，カルドア基準，ヒックス基準，シトフス
キー基準，さらには熊谷基準などの効率性の基準が新厚生経済学にはある３）。効率性基準
は，費用便益分析として確立され，長短はあるが，実際の政策評価の場では一般的である。
他方で，効率性の基準はパレートの最適性からハーバート・サイモン（Herbert Alexander 
Simon）の限定合理性（bounded rationality）の文脈における組織評価の基準，すなわちハー
ベイ・ライベンシュタイン（Harvey Leibenstein）のX効率性として展開された。
図１は，新厚生経済学における効率性の最適基準と限界合理性基準を同一平面上で理解し
ている。政策フロンティア ff上で効用曲線u０との接点Q と効用曲線u１との接点Pは，それぞ
れ効用曲線u０を含む効用関数の体系と効用曲線u１を含む効用関数の体系のもとでの選択の
最適性を示している。点Q と点Pを含む効用関数がu２であるとき，この体系では効用関数u３
が政策フロンティア ffと接するR点において最適が実現する。ここで注意したいのは，効用
図１　効率性の基準（概念図）
出所：筆者作成
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関数u２と効用関数u３を境界とした，慣性を含む幅のある効用を想定すれば，P点，R点，お
よびQ 点はすべて含まれ，X効率である，と解釈することが可能であろう。
パレート最適であるP点，限定合理性を示すR点，およびQ 点の選択は，後に言及する
「善」の倫理学と「徳」の倫理学を通して評価される。経済人の利己心と合理性で表現され
るのが市場の効率性であり，それを修正するのが限定合理性である。限定合理性は，合理的
選択に際して，意思決定者が知識と計算能力に関して認知上の制約のために，その制約のも
とで可能な限りの合理性を意味する。
３　公平の基準
今日，政策評価を効率性の基準にのみで行なうことに対する批判，言い換えれば「市場原
理主義」という言葉に要約され，批判されることが多い。新自由主義の経済思想に導かれる
内外の経済政策に対する批判は，グローバルな経済活動の側面においても顕著である。批
判の背景には，イギリスを例に見ると，労働党党首クレメント・アトリー（Clement Richard 
Attlee）が採った第一の道である福祉国家（Welfare State），すなわち，国家の機能を安全保
障や治安維持などに限定（夜警国家）するのではなく，社会保障制度の整備を通じて国民の
生活の安定を図ることを目的とした国家の建設を源流としている４）。
しかし，イギリスは，1960年代以降には，経済が停滞するなか，充実した社会保障制度や
基幹産業の国有化等の政策によって，国民が高福祉に依存する体質となったり，勤労意欲が
低下したり，既得権益にしがみついたりすることによって，さらに経済と社会の停滞を招く
という病理現象，英国病に罹患する。1980年代には，英国病を克服するために，マーガレッ
ト・ヒルダ・サッチャー（Margaret Hilda Thatcher）は，第二の道，構造改革（民営化・行
政改革・規制緩和）という社会的外科手術に着手する。日本や米国が，同様に，新自由主義
の経済思想に強く影響を受け，日本では中曽根康弘首相から小泉純一郎首相，安倍晋三首相
の経済政策に引き継がれている。
歴史的には，二つの政策基準と評価が交互に主役を交代させているように見える。1990
年中葉には，基本的にサッチャリズムの改革の成果を継承しつつも，最低限の社会的セー
フティーネットを構築することで格差拡大にも配慮しようとする路線，第三の道がアント
ニー・チャールズ・リントン・“トニー”・ブレア（Anthony Charles Lynton“Tony”Blair）に
よって採られた。
第三の道ついて内橋（2006）は次のように指摘する。市場が人間を支配する思想である市
場原理主義は，実体経済を破綻させ，人心を荒廃させる「悪魔のサイクル」を生み出した。
この思想への対抗軸は「国家でもない，市場でもない，第三の道がある。国家が市場を計画
し，すべてを決めるのではなく，市場が人間を支配するのでもない，第三の道，それは人間
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が市場を使いこなすという道である」。
経済が，市場が人間を支配するという側面は否定し難い。したがって，経済社会と人間の
関係に着目する立場は，政策の決定に際し，最終的には主観的・裁量的な要素が強く支配す
ることから，「人間の顔をした経済政策」を志向し，経済を見る倫理の眼を要求する。しか
し，ここでは内橋のように第２の道の全面的な否定ではなく，経済倫理として冷静な洞察が
有益であろう。
倫理的評価の対象として，塩野谷（2009）は，（１）社会の「制度」ないしルール，（２）
個々人の「存在」ないし性格，および（３）個々人の「行為」の三つを区別する。それぞれ
を評価する価値言語として，（１）正（正義），（２）徳（卓越），および（３）善（効率）を
指定する。「正」の理論は人々の権利を基底とするカント（Immanuel Kant）およびロールズ
（John Rawls）の思想と関連し，「徳」の理論は人々の能力を基底とするアリストテレス（Ar-
istoteles）およびトマス・ヒル・グリーン（Thomas Hill Green）の思想のもとにある。そして，
「善」の理論は人々の効用を基底とする功利主義者たち（ベンサム（Jeremy Bentham），ミル
（John Stuart Mil），およびシジウィック（Henry Sidgwick））の思想から形成される。
正，徳，善の理論の間には「正」＞「徳」＞「善」＞の倫理的階層関係がある。塩野谷
（2009）は，次のように理解する。人々は利己心と合理性を前提として，個人的効用＝「善」
を追求するが，希少性の世界では「善」の追求は競争的対立を回避できない。社会が公正な
協同のシステムであるためには，個人的効用の追求が互いに両立するような制度ルールを確
立しなければならない。それが「正」である。したがって「正」は「善」に優越する。他
方，「徳」は，人間の性格・能力・品格を倫理的に評価するものであるから，人々が追求す
る「善」の質を批判的に評価する位置にある。したがって，「徳」は「善」に優先する。「正」
は，人々の共存を図る制度的ルールであるから「善」に対して優越するばかりでなく，「徳」
に対しても優先する。所得分配における公平の問題は，自由主義と公正との関連において
ジョン・ロールズ（1979）の格差原理に言及されることが多い。ロールズの第二原理におい
て，社会的・経済的不平等は次の二条件を満たすものでなければならないことが示されてい
る。すなわち，それらの不平等がもっとも不遇な立場にある人の利益を最大にすること，と
する格差原理と公正な機会の均等という条件のもとで，すべての人に開かれている職務や地
位に付随するものでしかないこと，とする機会均等原理である。
格差原理は，「正」の倫理学の中心問題である。人々は，個人の能力，資産の初期賦与の
条件のもとで，それぞれの生き方を通して個人的な目標（効用）の最大化を行動原理とす
る。すなわち，
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として表現される。ここで，xは消費財・サービスの集合，piは i財の消費財・サービスの
価格，Ｉは所得である。
周知のように，無知のベール（不確実性）に包まれた人間の行動から得られる合理的な解
答は，弱者救済策の採用である。格差原理が公平の基準を支持している。社会保障政策の全
体評価は，この基準を用いることになる。現実には，高齢者社会における公共政策の評価は，
費用便益分析による説得の数理としては効率性は有効であろうが，納得の手段としては限定
的である。社会保障政策ばかりでなく，教育政策の評価についても格差原理は妥当する。
自由な社会では「格差」は当然の帰結であり，機会均等原理のもとでは放置してもかま
わない，という自由主義の考え方があり，他方で，分配は厳密に均等でなくてははならず，
「格差」は解消されるべきであり，事前ばかりでなく事後を含めた平等を主張する立場があ
る。自由と平等は共存するのではなく，対立することになる。この場合には「自由」を政策
評価の基準とするか，「平等」を政策評価の基準とするか，「博愛」を政策評価の基準とする
か，という問題を想定することができる。
「自由」と「平等」とが対立軸に描かれるならば，「博愛」が決定要因となる，と考えるこ
とも可能である。「自由」と「平等」の組み合わせを「博愛」が行なうことになる。経済学
では慣れ親しんできたトレードオフ関係上の選択である。非常にナイーブな議論であるが，
論点を図２によって確認をしておこう。政策評価の「自由」と「平等」という倫理的空間に
おいて決定要因は「博愛」である。
図２　「自由」・「平等」・「博愛」
出所：筆者作成
自由
博愛
平等
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経済体制を比較分析するときの基礎には，アダム・スミスの二つの著作があることを看過
してはならない。すなわち，『国富論』の世界は，人間の本質への真の関心をいっさい無視
してまで数学化した経済学の源流にある。他方，『道徳感情論』では，経済学が道徳哲学の
支流として誕生したという事実を合わせ持つ。優しくて寛大な行動は，他者への愛着の感覚
から生まれる，ということが主張されている。『国富論』を「善」の理論とすれば，困って
いる人を目にすれば，ただちに大きな力が働く。その力は人間の心理的性質として本来備
わっており，社会的な関係から自然に引き出されると考える『道徳感情論』を「徳」の理論
と理解することができる。もちろん，アダム・スミスが，元来，「正」の理論から出発して
いることを想起すべきである。
４　脳内化学物資と政策評価の場
政策評価の場を比較経済体制論の文脈において理解し，それを人間の意思決定・行動に影
響を及ぼしている脳内化学物質との関係に投影して描いた概念図が図３である。横軸に脳の
なかに存在する神経伝達物質，ドーパミン（dopamine）とセロトニン（serotonin）を計る。
ドーパミンは「快感＝壊苦」を，セロトニンは「抑制＝慈悲」を特徴とする。
ドーパミンを経済主体の意思決定に関連付けると，消費者については効用最大化に，生産
者については利潤最大化の行動として具現する。すなわち，ドーパミンによる報酬系の活性
化の度合いが，報酬の大きさ・価値を決めるための物質の物差しとして使われている５）。
縦軸にホルモンを計る。テストステロン（testosterone）は主に男性が多く分泌する刺激ホ
ルモンであり，「攻撃性と処罰」を表す。他方，オキシトシン（oxytocin）は抹消組織で作用
するホルモンであり，男性にも存在するが，最初は女性に特有な機能に必須なホルモンとし
て発見された。「共感と協力」を特徴とし，母性や人間関係の形成などの社会行動や不安の
解消などに大きく関係している，といわれてる。したがって愛情ホルモンまたは幸福ホルモ
ンと呼ばれている。ポール・J・ザック（2013）は，信頼ホルモン「オキシトシン」の人間
行動に及ぼす影響を興味深い言葉で表現している。
第１象限では市場経済における評価基準として経済効率の基準が支配する。完全競争を想
定すれば，経済主体は価格受容者であり，価格を媒体として最適行動が導かれる。説明変数
の組み合わせは，（ドーパミン，テストステロン）である。資本主義経済体制の特徴は市場
を核とした競争経済であり，行動は期待と欲望によって突き動される。ジェンダーの文脈で
は男性中心の評価になる。前述のアダム・スミスの『国富論』における時代精神を特徴づけ
る，現代的には仮想的で純粋な「経済的な人間」すなわちホモ・エコノミクスの評価領域で
ある。経済学では生産と消費の側面において，生物学では生存と生殖の側面において「競
争」は「善」である。
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第２象限は，ホモ・エコノミクス（経済学と物理学）とホモ・サピエンス（経済学と生
物学）の両者の原点として理解することができる。第３象限は第１象限と対称的な関係にあ
り，内橋（2011）は，それを共生経済として理解するが，脳内化学物質（セロトニン，オ
キシトシン）の組み合わせは，社会主義主義経済体制あるいは福祉国家の政策を評価する。
そこでの評価対象は，医療・年金・福祉・介護などの社会保障である。ポール・J・ザッ
ク（2013）によれば，オキシトシンは，自らが分泌させる二つの快楽神経化学物質セロト
ニンとドーパミンとあいまって「ヒトオキシトシン媒介共感」（Human Oxytocin Mediated 
図３　脳内化学物資と政策評価の場
出所：筆者作成
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Empathy: HOME）回路を作動させ，ドーパミンが「他人に優しい行動」を強化し，セロト
ニンが気分を高揚させる。オキシトシンは共感を生み出し，共感が原動力となって人々は道
徳的な行動を採り，道徳的行動が信頼を招き，信頼がさらにオキシトシンの分泌を促し，オ
キシトシンがいっそうの共感を生み出す。ドーパミンの分泌が少ないときに社会は，セロト
ニンに依存し，この場合には共感の可能性が抑制されることになる。
第４象限は，市場と国家あるいは政府との経済関係が重なりあう領域を評価の対象とし
ている。イギリスが第三の道として指向している経済体制である。ここではドーパミンの分
泌が多ければ，公共の領域といえども「善」（効率性）の理論が評価基準の基礎となる。具
体的には，国や地方自治体の財政状況が評価の制約となり，共感と協力における自発性の程
度，オキシトシンが評価の大きさを左右する。第４象限の大きさは，政治経済学的にテスト
ステロン（攻撃性と処罰）は，公共選択あるいは民主主義の経済学によって決定されるであ
ろう。
第３象限と第４象限における政策評価の違いは，国家などの行政組織と人々との間のコ
ミットメントの程度に依存する。「繁栄する経済と思いやりのある社会の両立」，言い換えれ
ば図２に表される政策評価の観念である。
５　共感と共生による政策評価
経済学における政策基準が，「徳」（分配の公平性）と「善」（効率性）の二項対立の罠に
陥っている，というのは避けがたい現実である。現代社会における評価の基準は，第３象限
をその場とするのか，あるいは第４象限をその場とするのか，という問題が残される。アダ
ム・スミスの共感を政策評価の基礎とするのか，あるいは内橋（1995）が主張する「共生」
を道徳とするのか，それに対する正答はない。
共感と共生は図２の第３象限と第４象限の政策評価要素である。本来的には生物学の世界
に帰着する６）。共生という言葉は，日本では1980年代後半から言論，マスコミ関係で取り上
げられ一種の流行を生んだ。政策の現場では，21世紀になり，2011年の東日本大震災を契機
に改めて問われかけている。第１象限に見られる競争は，単線的競争から多元的競争に，他
方でグローバル社会における地域圏経済間の競争と国内における地域経済あるいは地方経済
の競争，さらにはコミュニティ間の競争に変質してきている。集積と共存の利益が市場経済
の質の変化をもたらしている。
共生の理念が持続可能な社会を実現する理念である，とするならば，元来その発想の原点
は環境破壊や資源の浪費の克服である。したがって，共生は，生物学，生態学，環境科学，
都市工学，建築学，農学などの自然科学系（理系）の分野と密接な関連がある。しかしなが
ら今日，自然科学系（理系）の分野に踏みとどまらず，共生が，教育学，社会学，哲学，政
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治学，法学，経済学，経営学などの社会科学系（文系）の分野において，人間が本源的に共
同的な存在である，ということに着目して言及される機会が増えている。
第４象限では，公共事業の対象となる道路や港湾といった物的な社会間接資本，社会の
フォーマルな基盤的仕組みである法律，ルールといった制度資本が，政策評価の対象にな
る。しかしこれに加えて，人々の信頼関係に基づく社会のネットワークを指すロバート・
パットナム（Robert David Putnam）の「ソーシャル・キャピタル」と呼ばれるものがある
（ロバート・D・パットナム（2006））。
ソーシャル・キャピタル論は，リベラリズム（自由主義）とコミュニタリズム（共同体主
義）との間の対立を契機として，ハイエク（Friedrich August von Hayek）やノジック（Robert 
Nozick）の自由至上主義とロールズの社会契約主義を含む自由主義の双方に論争を挑む。そ
れは「善」の政策評価と図３の第１象限に対する攻撃を意味する。ソーシャル・キャピタル
論は，人間関係の信頼性が，共同体組織における「共通善」の追求を通じて社会の運営によ
り良く寄与する，ということに注目する。
図４は，ソーシャル・キャピタル論における二重の費用を描いている。新古典派経済学
が想定する社会は完全である。しかしながら現実社会は，複雑であり，知識や情報は不完
全であり，予測が困難で不確実な社会である。市場で円滑な取引が行われるのは，コース
図４　効率と市場における取引費用と信頼費用
出所：筆者作成
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（Ronald H. Coase）の「取引費用」（transaction cost）がゼロの時である（ロナルド・H・コー
ス（1992））。もし，高い取引費用がかかるのであれば，市場で取引をするよりも企業という
組織をつくり，企業の内部で，あるいは系列企業や下請企業を通して生産のための資源配分
を行うことが有利となる。
他方，たとえば，国や自治体が公共財を供給する時を想定してみよう。人々がどんな公共
財を望んでいるのか，またどの程度望んでいるのか。これらの情報を探索し，収集する必要
がある，財政需要を満たすためには，当事者間における信頼関係が決定要因になる。「信頼
費用」の存在である。公共財の需要と供給について，人々が信頼する領域は安全地帯であ
る。長期的な人間関係をベースとして様々な制裁を用いて非効率な行動を抑制する伝統的共
同体を考えることができる。
不確実性・複雑性を横軸に縦軸に取引費用をそれぞれ測る。右上がりのT直線が取引費用
bまでは市場での取引を，それを越えると企業の内部での取引を表している。企業の内部で
の取引は，図４では，dceの領域で表現されている。他方，信頼費用を縦軸に社会の複雑性
や不確実性を横軸に測る。信頼費用がゼロであれば，公共財は共同体の内部で供給される。
しかしフリーライダーの存在は安全地帯を破壊し，信頼費用が増加する。図４では，a点を
越えると信頼費用が増加する，ということが，直線Cで表現されている。
６　おわりに
ここでの議論は政策評価の技術論ではなかった。新しい発見というよりも伝統的経済学，
行動経済学の背景にある政策評価の哲学的・倫理的側面について見てきた。幸福追求の功利
主義は伝統的経済学の政策評価の基礎である。伝統的経済学は最大多数の最大幸福の考え方
を限りなく単純化・数学化することによって，意思決定する人間の行動とその行動を起こさ
せる生物学的性質は捨象されてきた。
しかし，図３に表現されるように，行動経済学と神経経済学は政策評価に新しい視点を提
供する。特に，主流派経済学では，パレート効率の基準が，外生的・安定的な選好（効用）
関数を前提とした政策評価であることは，すでに見たが，たとえ相手が敵であっても大切に
する，という哲学的背景に着目する行動経済学では，「無条件の愛」を価値判断の基礎とし
て政策評価のフレームワークを構築しようとしている（大垣（2011））。
量的な政策評価は「善」の理論によって支持され，「徳」の理論は質的な政策評価を支持
する。図３の意味をさらに展開・分析しなければならい。
政策評価の哲学的・倫理的視点を抜きにしては政策評価の意義は語れない。政策評価の技
術的側面を見るためにもさらなる論究の時間を要する。これが，やや長めではあるが，この
小論を研究ノートとした理由である。
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注
１）この研究ノートをまとめる際に引用した外国語文献は，原書とは若干の表現上の相違はあるが，
読み手の便宜を勘案して邦訳のみを一覧に掲載した。
２）大垣（2011）および大垣（2014，233-243頁）を参照。
３）効率的資源配分と厚生基準に関しては，黒岩（1960）の研究は日本おける代表的な研究として
高く評価されており，政策勧告の理論的基礎において今日でも色あせてはいない。
４）「福祉国家」の語は，1928年にスウェーデンの社会大臣グスタフ・メッレル（Gustav Möller）が
選挙パンフレットで用いたほか，英語圏ではイギリスのウィリアム・テンプル（William Temple）
が著した『市民と聖職者』（1941年）のなかに見られる。
５）ドーパミンと人間行動については，たとえば中野（2014）を参照。
６）共生は生物学・生態学では symbiosisの邦語訳であり，自然界の現象を特徴づける。これに対
して社会科学，人文科学の分野や流行語的マスコミ用語で使われる共生の概念あるいは意味は明
解ではない。共生の概念，共生の現実的課題，共生への現実的道筋などの解明についての詳細な
議論については，別の機会に譲る。東京農工大学研究グループの研究成果（矢口（2007），尾関
（2007），亀山（2007））や慶應義塾大学経済学部の「市民的共生の経済学」（慶應義塾大学経済学
部（1999），慶應義塾大学経済学部（2003））を参照。
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ResearchNotes
Sympathy and Symbiosis as Policy Evaluation and 
Value Standard:
From a Behavioral Economics and Neuroeconomics Viewpoint
TERAMOTO, Hiromi　
Behavioral economics and neuroeconomics provide a new viewpoint in a policy evaluation. Par-
ticularly, in the faction in power economics, a standard of the Pareto efficiency is the policy evaluation 
assuming the exogenous stability-like choice enthusiast （effect） function, but even if a partner is an 
enemy, in the philosophical behavioral economics to pay its attention to in the background valuing, 
I am based on “unconditional love” for the value judgment and going to build the framework of the 
policy evaluation. On the other hand, neuroeconomics pays its attention to action of trust hormone 
“oxytocin” and experiments on love and a model of the policy evaluation by the sympathy.
Quantitative policy evaluation is supported by a theory of “the good”, and a theory of “the virtue” 
supports a qualitative policy evaluation. I surveyed a modern economic new viewpoint.
